


都市計画用途地域を次のように変更する。

約 131 ha 8 ／ 10 以下 4 ／ 10 以下 － 10 ｍ 割合
約 127 ha 10 ／ 10 以下 5 ／ 10 以下 － 10 ｍ

 小　　計 約 258 ha 約 40.3 ％
約 4.0 ha 10 ／ 10 以下 5 ／ 10 以下 － 10 ｍ
約 44 ha 15 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 － 10 ｍ

 小　　計 約 48 ha 約 7.5 ％
約 62 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 62 ha 約 9.7 ％
約 0 ha

 小　　計 約 0 ha 約 0.0 ％
約 107 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 107 ha 約 16.7 ％
約 13 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 13 ha 約 2.0 ％
約 2.9 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 2.9 ha 約 0.5 ％
約 0 ha

 小　　計 約 0 ha 約 0.0 ％
約 21 ha 20 ／ 10 以下 8 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 21 ha 約 3.3 ％
約 10 ha 40 ／ 10 以下 8 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 10 ha 約 1.6 ％
約 70 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 70 ha 約 10.9 ％
約 2.0 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 2.0 ha 約 0.3 ％
約 46 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 46 ha 約 7.2 ％

 合　　計 約 640 ha 100.0 ％

－

－ －

※10ha以上の箇所は小数点以下を四捨五入し，整数値に修正

－

「種類，位置及び区域は計画図表示のとおり」

 準工業地域

 商業地域

 第一種低層住居
専用地域

－
－

日立都市計画用途地域の変更（常陸太田市決定）

(常陸太田市)

種　　　類 面　　　積
建築物の
容積率

建築物の
建蔽率

外壁の後
退距離の
限度

 建築物の
敷地面積の
最低限度

建築物の
高さの限度

備　　　考

 第二種住居地域
－ －

 第一種中高層住
居専用地域

－ －

 第二種中高層住
居専用地域

 第二種低層住居
専用地域

 第一種住居地域
－ －

－
－

 準住居地域
－ －

 近隣商業地域
－ －

田園住居地域

理由

本都市計画区域の「整備、開発及び保全の方針」や都市計画基礎調査等を踏まえ、市街化区域を市街化調整区域に編入すると
同時に、用途地域を工業地域から無指定に変更するものである。さらに、既に市街化された一団の住宅地においては、周辺の
土地利用との連続性を考慮し、現在の良好な住環境の維持を図るため、本案のとおり工業地域から第一種住居地域へ用途地域
の変更を行うものである。

 工業地域
－ －

 工業専用地域
－ －



N

番　号

地区名

面　積

理　由

１

大森地区

約５．６ｈａ

本都市計画区域の「整備、開発及び保全の方
針」や都市計画基礎調査等を踏まえ、市街化調
整区域に編入すると同時に、用途地域を工業地
域から無指定に変更するものである。さらに、
市街化された一団の住宅地においては、周辺の
土地利用との連続性を考慮し、現在の良好な住
環境の維持を図るため、工業地域から第一種住
居地域へ用途地域の変更を行うものである。

今回用途地域を変更する区域

今回区域区分を変更する区域

行政界

日立都市計画　用途地域総括図




